




















































































































































































































































































































































































































































































2001 : 181-182 ･ 219）。もともと教育には、序列化
つまり人々の能力を見極めるという「公平性」にとっ
て望ましくない面があるが（小塩，2003 : 146 ･
19）、このグループでは、学習面でいったん序列化
がなされてしまうとそれに反発することなく「学び
からの逃避」が選択されてしまう。フリーターの増
加もまたこの延長線上にあり、こうした現象は社会
の格差拡大と固定化を導くであろう。
　1998年の『人間開発報告書』は、消費の不均衡
がもたらす環境破壊などの現状を分析し、先進
国向けのHPI-2、人間貧困指数（Human Poverty 
Index-2）を発表して豊かな国の貧困に光をあてた。
－27－
人間発達の経済学と教育
これには、経済的側面、健康状態、読み書き能力に
加えて、社会的疎外の状況が指標にとられている
（UNDP，1998）。たしかに日本は、このHPI-2にお
いていまだ世界の上位にある。しかし、所得および
教育格差が現在のように拡大し続けるならば、社会
の一定階層において、人間の「選択の余地」を広げ、
「人が自分で送りたいと思うような暮らしはどのよ
うなものか、それを自ら判断できる真の機会を持て
る状況」（UNDP）をつくり出すことは困難になる。
これはHPI-2の指標にある「社会的疎外」の日本に
おける拡大をもたらすことになる。
　人的資本論の影響を受けた教育改革の進行は、こ
うした傾向をむしろ助長するものである。人間発達
の経済学の視角からすると、これは豊かな国におけ
る「貧困」への道にほかならない。
おわりに
　主流派経済学において、人間は一資源としての
分析対象でしかなかった。これに対し、A.センは
人間としてのあり方そのものを組み込むことを主張
し、潜在能力アプローチを提唱した。この人間発達
＝「人間開発」の視角から経済成長をとらえなおそ
うとする試みは、UNDPの『人間開発報告書』に結
実するなどしだいに影響力を高めている。
　人間発達の経済学の目的はたんなる所得の増大で
はない。選択肢つまり「ある人が価値あると考える
生活を選ぶ真の自由」を拡大するために経済成長を
実現し、その果実の公平な分配をはかるところにあ
る。そして、人間の「生活の豊かさ」がこの選択肢
の多様さにかかるならば、教育はさまざまな選択の
可能性を「自ら判断できる」能力を育むという重要
な意義をもつ。
　しかし現在、日本型システムの崩壊と市場主義的
な構造改革が進行するなかで、日本における経済成
長と人間発達とのバランスは崩れ、所得格差は拡大
し、教育の格差もまた拡がりつつある。このなかで、
人間を資源とみる旧来の人的資本論の視角がむしろ
勢力を強めており、経済団体のこうした要請が教育
改革にも影響を及ぼしている。人間発達の経済学の
視角からすると、教育＝投資とみるこのような動き
は、人間の選択肢の幅を狭めまた格差を拡大するも
のであって、人間の「生活の豊かさ」をもたらすも
のではない。いま必要とされるのは、経済成長と人
間発達とのバランスに配慮し、教育の意義を「生活
の豊かさ」の観点からとらえなおすところにある。
注
（１）マルクスが目ざした共産主義社会とは、各人
の自由な発展が同時にすべての人の自由な発展の
条件となるような共同社会であった（堀尾，1989 :
94）。
（２）池上らは、基礎経済科学研究所から『人間発
達の経済学』（1982年）、『人間発達の政治経済学』
（1994年）を、さらに桜井書店から『人間発達と公
共性の経済学』(2005年）を発刊している。
（３）例えば、断食と飢えはともに食事を取らない
状態という点で共通するが、前者が選択された行為
であるのに対し、後者にその余地はない（セン，
2000 : 85）。
（４）表には、小塩の主張を整理してみた。このう
ち①は大学教育終了後のビジネススクール進学な
ど、事後の収益を強く意識したものである。②は主
婦の陶芸教室通いなど、「知ること」「学ぶこと」自
体から喜び（効用）を得ようとする行為を意味する。
③は親による子どもへの教育支出である（その収益
率は不確定であるが）。④は③の教育支出を別の側
面からとらえたもので、例えば有名校への進学にと
もなう教育支出は親が子どもからの見返りを求めな
いとするならば、親にとっての消費（楽しみ＝効用）
ということになる。
（５）2005年７月には、金融庁を含む経済官庁と文
科省がタッグを組んで経済教育サミットが開催され
た。これは、経済教育元年と銘打ち、学校現場にお
ける金融及び起業家教育導入ののろしをあげたもの
である。
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